平成１９年２月２０日

〔資料提供〕
不適正な会計処理等にかかる処分等について
このたび、２３の所属において不適正な会計処理による現金等の保管、費消、捻出が判明しました。特に平成１０年度以降も、協議会資金からの捻出や、家畜保健衛生所においては、平成１７年度まで新たな捻出や費消が行われていました。
また、調査を行う過程で協議会資金や親睦会費の個人着服が判明しました。
これら判明した事案に対する責任として、知事及び副知事の給料の減額条例を提案するとともに、一般職について処分を行いましたので、お知らせします。

記

１　処分等の内容
(1)　知事・副知事について

このたびの事態を大変厳しく受け止め、深い反省の上に立って、知事については、組織の長としての責任と府民の皆様へのお詫びの気持ちを明らかにするために給料の１０分の１０を１か月、副知事については、知事を補佐する特別職の責任として給料の１０分の５を１か月、それぞれ減額する旨、条例案を提出する。

(2)　一般職について

公金及び「裏金」を個人着服した者についての懲戒免職処分を含め、個々の職員の関与度、責任度を総合的に勘案し、本日処分を行った。
教育長については、教育委員会事務局の長としての責任を問い、教育委員会において減給処分（１０分の１を１か月）を行った。

【処分者数】
	
	処分内容
	不適正会計

関係
	協議会

関係
	親睦会

関係
	計

	１
	懲戒免職
	２名　
	1名　
	
	3名　

	２
	停　職
	1名　
	
	4名　
	5名　

	３
	減　給
	12名　
	
	
	12名　

	４
	戒　告
	(※1)35名　
	(※2)13名　
	
	48名　

	
	小　計
	50名　
	14名　
	4名　
	68名　

	５
	文書訓告
	78名　
	
	1名
	79名　

	６
	部長注意
	12名　
	
	
	12名　

	
	合　計
	140名　
	14名
	5名
	159名　


(注)・今回の処分者数には、呼吸器・アレルギー医療センター、北部・南部家畜保

健衛生所は含んでいない。

・教育委員会事務局、監査委員事務局、公立大学法人大阪府立大学、地方独立行政法人大阪府立病院機構における処分者数を含む。
・※1のうち1名は、現在、府を退職して営利法人へ派遣しているため処分の執行を保留。府に復職後、処分を行う。

・※2　「協議会関係」には、１月11日に行った懲戒免職処分者の監督責任による戒告を含む。

・上記のうち、文書訓告となる公立大学法人等の３名の職員については、各法人において処分を行う。

公立大学法人大阪府立大学（１名）　　　　　文書による厳重注意
（上記５の「文書訓告」に相当）
地方独立行政法人大阪府立病院機構（２名）　文書訓告

２　告発について

呼吸器・アレルギー医療センター及び北部・南部家畜保健衛生所の事案については、引き続き事実解明に努めるとともに、刑事告発を行うこととし、警察当局と協議を進めていく。また、流通対策室の事案については、引き続き警察当局と協議を行う。
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